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被害者等に対する通知要領（例規甲）

平 成 1 3 年 ７ 月 3 0 日

兵警刑企例規甲第20号

被害者等に対する通知要領を下記のように定め、平成13年９月１日から実施する。

なお、被害者等に対する捜査経過通知要綱の制定について（昭和48年兵警刑企例規第21

号）は、廃止する。

記

第１ 目的

この要領は、犯罪の被害者又はその親族（以下「被害者等」という。）に捜査経過等

を通知することによって、被害者等の精神的な負担を軽減するとともに、捜査活動に対

する理解と協力を確保することを目的とする。

第２ 通知を要する事件

通知を要する事件は、受理した事件（交通部の主管に係る事件を除く。）のうち、強

盗、夜間における住宅対象の侵入窃盗その他事件の背景、態様等から、被害者の身体的

・精神的被害の状態等を勘案して、警察署長が捜査経過等を通知する必要があると認め

たものとする。ただし、次に掲げる場合は、この限りでない。

（1） 捜査その他の警察の事務又は公判に支障を及ぼすおそれがあると認められる場合

（2） 関係者の名誉その他の権利を不当に侵害するおそれがあると認められる場合

(3) 被害者等の素行、言動等から、被疑者に対して危害が及ぶおそれがあると認めら

れる場合

(4) 被害者等が通知を希望しない場合

第３ 通知責任者等

警察署に、次のとおり通知責任者及び通知担当者を置く。

１ 通知責任者

通知責任者は、当該事件を主管する課の長（以下「事件主管課長」という。）をも

って充てる。

２ 通知担当者

通知担当者は、事件主管課長が指名する当該事件の捜査を担当する警部補以下の階

級にある警察官をもって充てる。

第４ 通知の時期及び内容

１ 被疑者を検挙したとき

被疑者を検挙したときは、被疑者を検挙した旨及び被疑者の氏名、年齢、住居地等

の事項（以下「人定事項」という。）について通知するものとする。

２ 被疑者の検挙に至っていないとき

被疑者の検挙に至っていないときは、被害者等の意向、事案の内容等を総合的に勘

案して、必要の都度、捜査経過等を通知するものとする。

３ その他通知の必要を認めたとき

捜査の経過その他被害者等の救済又は不安の解消に資すると認められる事項がある
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等通知の必要を認めたときは、その都度通知するものとする。

第５ 少年事件の場合の特例

１ 被疑者が少年の場合

次に掲げる場合は、被疑少年又は触法少年の人定事項に代えて、その保護者の人定

事項を通知するものとする。

（1） 被疑少年の人定事項を通知することにより、被疑少年の健全育成を害するおそれ

があると認められる場合

（2） 触法少年事案の場合において、犯罪捜査規範（昭和32年国家公安委員会規則第2

号）第215条に定める補導の措置をとった場合

２ 被害者が少年の場合

原則として被害少年の保護者に通知するものとする。

第６ 通知の方法

通知を要する事件については、通知担当者又は通知責任者の指揮を受けた警察官が面

接又は電話の方法により行うものとする。

第７ 留意事項

１ 暴力団犯罪の被害者等への通知については、保護対策実施要領（平成21年兵警暴例

規甲第12号）に基づく保護対策の実施との調整を図ること。

２ 再被害防止要領（平成13年兵警刑企例規甲第22号）に規定する再被害防止対象者に

指定した被害者等への通知については、再被害防止要領に基づいて行うこと。

３ 被害者支援実施要領について（平成13年兵警務例規第12号。以下「実施要領」とい

う。）に規定する被害者支援対象事件の被害者への連絡については、実施要領に基づ

いて行うこと。

第８ 通知結果の記録

前記第４による通知を行ったときは、当該犯罪事件処理（指揮）簿の「事件捜査（指

揮）のてんまつ」欄に、通知した内容を記載するものとする。


